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社内調査の経過報告 
 
平成 24 年 10 月 10 日付「平成 22 年 8 月 6 日付第三者割当増資に関する払込み経緯につい

て判明した事実に関するお知らせ」の通り、資金の詳細についてはその全容がまだ確認でき

ていないことから、社内での調査を進めて参りました。平成 24 年 12 月 27 日付開示資料「監

査役の辞任についてのお知らせ」のとおり福村監査役が辞任するのにともない、社内調査の

進捗状況を途中経過ではありますが下記の通りご報告いたします。 
 
                  記 
 
１． 調査の目的等 

① 調査の目的 
当社は、平成 22 年 8 月 6 日付「第三者割当により発行される株式の募集及び主要

株主の異動に関するお知らせ」における 6 の(4)「割当先の払込みに要する財産の存在

について確認した内容」について調査を行った結果、当該財産の存在については証明

されたものの、実際の増資払込み資金は当該財産とは別の資金が使われていたという

ことで、開示内容と異なる事実が判明いたしました。そしてその資金が王懐東（当社

役員、当時香港東盛董事長、以下「王」という）以外の者により、香港東盛の把握し

ていない銀行口座から、当社に払い込まれたことが判明いたしました。当社はこのよ

うな事実、すなわち増資払込みの資金が王の自己資金ではなく、それも王以外の者に

より王の把握していない銀行口座から、当社に振り込まれたという事実を重視してお

ります。そこで、増資払込時のより詳しい状況や何故この様な事態が起こったのか等

を調べるため、主に関係者へのヒヤリングを通じた社内調査等を行うことにいたしま

した。 
  

２． 本調査について 
① 調査体制  

 福村監査役を中心とし、井上（取締役）、松浦（法務担当部長）の計３名で調査を行い

ました。 
② 調査期間 

 平成 24 年 10 月 10 日から平成 25 年 1 月 14 日までの間に調査を行い、進捗について

の取り纏めを行いました。 
③ 調査手法 

 福村監査役以外の２名において、平成 24 年 10 月 19 日、王へのヒヤリングを実施し、

その結果をもとに検討したうえで、平成 24 年 11 月 17 日より平成 24 年 12 月 28 日まで

福村監査役が電子メールを利用し、最終確認の調査を行いました。 
④ 調査の制約事項 

 本調査におけるヒヤリングの対象者である王は非居住者（北京在住）であるため、ヒ

ヤリング実施にいたる回数は制限されました。そのため、本邦にて事前にヒヤリングを



行い、その後電子メールを利用して最終確認の調査を行うという形態をとりました。 
 

３． 本調査の結果 
① 判明した事実 

王は誰が増資資金を振り込んだのかについて把握しておりませんでした。従って王以

外の者より振り込まれた当該資金について、香港東盛における経理処理（借入及び資産

計上）がされておらず、当然そこに存在すべき両者の契約に基づく利益配分や損失負担

の取り決めを行っていない事が判明いたしました。 
② 判明した事実に対する当社の見解 

王は、「その当時王が代表を務めていた香港東盛は、GIR 側（香港東盛の常任代理人

であったグローバル・インベストメント・リサーチ株式会社）と共同で事業を行おうと

していたものの、資金調達は日本で行われるので、誰がどこで振り込んだのかについて

それほど関心はなかった。しかしながら実際には香港東盛の口座を通らずに振込がなさ

れ、それによって香港東盛が本件株式を取得しており、何故このようなことができるの

か不思議に思っていた。そして当該資金の取扱い（香港東盛への貸付とするのか、出資

とするのか等）についても、その後話し合いが必要でないかと考えていた。」と、以前か

ら陳述しており、そのため、資金の流れについて明確に把握していないので、契約を締

結する事もなく、また経理処理も行われていなかったものと考えられます。そこで、今

後事態解明後速やかに、契約締結及び経理処理を行うことを香港東盛に要請いたします。 
また、当社は増資払込みの資金が王の自己資金ではなく、それも王以外の者により王

の把握していない銀行口座から、当社に振り込まれたという事実を重視しており、誰か

ら振り込まれたのかについての事実確認は重要であると考えております。今後は井上が

福村監査役に代わり本件調査を継続し、と同時に警視庁を始めとする関係各所への調査

依頼を今後も継続して行うことにより、本件解明に努めたいと考えております。 
 

４． 再発防止について 
 本件の再発防止については、第三者割当株式の譲渡及び主要株主の異動に関するお知

らせ（経過報告２）にて記載しましたように、海外の投資家に第三者割当増資を実施す

る際には、海外の投資家が常任代理人との間で、通常の常任代理人契約と別途の契約を

持っていないかを、投資家、常任代理人双方に照会を行うことに加えて、増資資金の入

金があった時点で、当該投資家へ電話及び電子媒体にて直接入金のお知らせをお伝えす

ることで、投資家からの送金である旨の確認を行って参ります。 
 

５．今後の対応 
確かに、王の増資払込みに関する認識が、当時まだ未熟だったことが、今回の事態を

引き起こした一因であることは否めませんが、当社を支援する目的で香港東盛を実質株

主として増資を引受けたことに間違いはなかったと当社としては考えております。今後

本件の事実解明がすすみ、その過程の中でもし王に非難すべき事実が発見されたならば、

直ちにその責任を追及する所存であります。 
また、増資資金の詳細についてはその全容がまだ確認できていないことから、現時点

では詳細の開示が引き続き困難な状態にあります。今後は井上が福村監査役に代わり調

査の中心となり、本件調査を引き続き行い、その結果解明された事実については、速や

かに開示して参ります。 
投資家の皆様をはじめ、取引先及び市場関係者には多大なるご迷惑ならびにご心配を

おかけしたことを深くお詫び申し上げます。 
以上 


